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日本郵政グループ３社の上場に係る特例の制定について 

２ ０ １ ５ 年 ２ 月 ２ ４ 日  

株式会社東京証券取引所  

 

Ⅰ．趣旨 

 日本郵政株式会社は、昨年１２月２６日付で、財務省と協議のうえ、来年度半ば以降に日本郵政グループ３社（日本郵政株式会社、株式会社ゆう

ちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険）の株式売出し・上場を目指す旨を公表しています。日本郵政グループ３社の会社規模（注１）や国会におけ

る附帯決議（注２）を踏まえると、売出しが実施された場合、各社の株式は円滑な流通と公正な価格形成を担保するのに十分な流動性を備えること

になるものと考えられます。 

 一方で、昨年６月５日付の財政制度等審議会答申「日本郵政株式会社の株式の処分について」では、「日本郵政の企業規模や過去の民間企業の株

式の売出規模に鑑みれば、発行済株式数に対する売出株式数の割合を一定程度に抑えることが合理的である」とされ、また、同年１２月２６日の日

本郵政株式会社の発表では、株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険の株式の売出しについて「市場に混乱を生じさせることなく、円滑

な消化が可能と見込まれる規模とする」とされており、これまでの同様の民営化案件における実績を踏まえると、当取引所の上場審査基準のうち流

通株式比率に関する基準を満たさないものとなることが想定されます。 

日本郵政グループ３社については、その流動性に鑑みて、投資者保護の観点から適切な流通の場を提供する必要があると考えられるため、上場審

査基準について所要の特例を制定することとします。（注３） 

   
（注１）２０１４年３月期末において、日本郵政株式会社が約１３．４兆円（連結）、株式会社ゆうちょ銀行が約１１．５兆円、株式会社かんぽ生

命保険が約１．５兆円の純資産を計上しています。 
（注２）郵政民営化法等の一部を改正する等の法律案に対する附帯決議（平成２４年４月２６日参議院総務委員会）では「可能な限り株式が特定の

個人・法人へ集中することなく、広く国民が所有できるよう努めること」とされています。 
（注３）なお、昨年１２月２６日付の日本郵政株式会社の公表内容によれば、株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険の株式の売却につ

いては、「まずは、保有割合が５０％程度となるまで、段階的に売却していく」との方針が示されています。 
 
 








